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平成 29年度独立行政法人日本スポーツ振興センター調達等合理化計画 

 

「独立行政法人における調達等合理化の取組の推進について」（平成 27年 5月 25日総務大臣決定）

に基づき、独立行政法人日本スポーツ振興センター（以下「JSC」という。）は、事務・事業の特性を

踏まえ、PDCA サイクルにより、公正性・透明性を確保しつつ、自律的かつ継続的に調達等の合理化

に取り組むため、「平成 29年度独立行政法人日本スポーツ振興センター調達等合理化計画」を以下の

とおり定める。 

 

1 調達の現状と要因の分析 

（1）JSC における平成 28 年度の契約状況は、表 1 のようになっており、契約件数は 276 件、契

約金額は 1,698 億円である。また、競争性のある契約は 142 件（51.4％）、135 億円（8.0％）、

競争性のない随意契約は 134 件（48.6％）、1,562 億円（92.0％）となっており、平成 27 年度

と比較して金額が大幅に増加している。 

競争性のある契約については、新 toto 端末の構築及び運用保守（業務委託）契約（75.1 億

円）、国立スポーツ科学センター及びナショナルトレーニングセンター管理・運営業務委託契約

（24.6億円）等があったが、前年度には、本年度より契約金額の大きい日本青年館・日本スポ

ーツ振興センター本部棟新営工事契約（164.7億円）、旧計画の新国立競技場（仮称）新営工事

（スタンド工区）契約（32.9億円）、新国立競技場整備事業（第Ⅰ期）契約（24.9億円）等が

あったため、前年度と比較し契約金額が大幅に減少している。 

競争性のない随意契約については、公募型プロポーザル方式により優先交渉権者と締結した

新国立競技場整備事業（第Ⅱ期）契約（1504.9億円）があったため、前年度と比較し契約金額

が大幅に増加している。 

契約件数については、競争性のある契約の件数が減少し、競争性のない随意契約の件数が増

加したが、この要因としては「アスリートパスウェイの戦略的支援」委託事業（11 件）、次世

代ターゲットスポーツの育成・強化委託事業（15 件）、有望アスリート海外強化支援委託事業

（10件）など、複数年にわたる継続事業について、前年度以前に企画競争等において特定され

た者と単年度毎に契約する必要があったこと等によるものである。 

 

表 1 平成 28年度の JSCの調達全体像及び前年度比較            （単位：件、億円） 

  
平成 27年度 平成 28年度 比較増△減 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 

競争入札 
181 

(61.8%)  

194 

(52.0%)  

127 

(46.0%)  

132 

(7.8%)  

△54 

(△29.8%)  

△62 

(△32.0%)  

企画競争・ 

公募等 

14 

(4.8%)  

66 

(17.6%)  

15 

(5.4%)  

3 

(0.2%)  

1 

(7.1%)  

△63 

(△95.1%) 

競争性のある契

約（小計） 

195 

(66.6%)  

260 

(69.6%)  

142 

(51.4%)  

135 

(8.0%)  

△53 

(△27.2%)  

△125 

(△48.0%)  

競争性のない随

意契約 

98 

(33.4%)  

113 

(30.4%)  

134 

(48.6%)  

1,562 

(92.0%)  

36 

(36.7%)  

1,449 

(1276.5%) 

合 計 
293 

(100%)  

374 

(100%)  

276 

(100%)  

1,698 

(100%)  

△17 

(△5.8%)  

1,324 

(354.5%)  

 

（注 1）計数は、それぞれ四捨五入しているため、合計において一致しない場合がある。 

（注 2）比較増△減の（ ）書きは、平成 28年度の対平成 27年度伸率である。 

（注 3）少額随契案件を除く。 
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（2）JSC における平成 28 年度の一者応札・応募の状況は、表 2 のようになっており、契約件数

は 64件（45.1％）、契約金額は 48億円（35.1％）であり、平成 27年度と比較して件数は減少

しているが、金額は増加している。この要因としては、１件当たりの契約金額の大きい国立ス

ポーツ科学センター及びナショナルトレーニングセンター管理・運営業務委託契約（24.6億円）

において１者応札となったことが影響した。 

 

表 2 平成 28年度の JSCの一者応札・応募状況及び前年度比較    （単位：件、億円） 

  平成 27年度 平成 28年度 比較増△減 

２者以上 
件数 93 (47.7%)   78 (54.9%) △15 (△16.1%) 

金額 246 (94.8%)   88 (64.9%) △159 (△64.4%) 

１者以下 
件数 102 (52.3%)   64 (45.1%) △38 (△37.3%) 

金額 14 (5.2%)   48 (35.1%) 34 (250.1%) 

合 計 
件数 195 (100%) 142 (100%) △53 (△27.2%) 

金額 260 (100%) 135 (100%) △125 (△48.0%) 

 

（注 1）計数は、それぞれ四捨五入しているため、合計において一致しない場合がある。 

（注 2）合計欄は、競争契約（一般競争、指名競争、企画競争、公募等）を行った計数である。 

（注 3）比較増△減の（ ）書きは、平成 28年度の対平成 27年度伸率である。 

 

2 重点的に取り組む分野（【 】は評価指標） 

上記 1の現状分析等を含め総合的な検討を行った結果、一者応札・応募の改善及び競争性の拡大

の各分野について、それぞれの状況に即した調達の改善及び事務処理の効率化に努めることとする。 

（1）一者応札・応募の改善 

① 発注見通しの事前公表 

一者応札・応募の改善として、「発注見通し」を JSCのホームページに掲載し、毎月掲載内容

の更新を行うことにより、受注希望者へより精度の高い情報提供を引き続き行う。 

【「発注見通し」の掲載対象案件に対する掲載件数（前年度実績比率以上）】 

② 一者応札・応募となった原因等の把握 

入札説明書等を取得した事業者で入札に参加しなかった者から所定の様式により意見を聴取

するなど、一者応札・応募となった原因等を把握し、次回以降の調達に活用していく。 

【「意見聴取」の対象案件に対する聴取実施件数（前年度実績比率以上）】 

 

（2）競争性の拡大 

オープンカウンタ方式の実施 

平成 27年度に少額随意契約案件への対応として導入した、オープンカウンタ方式見積合わせ

の実施を行い、多数の者に競争参加の機会を広げる。 

【オープンカウンタ方式の実施件数（前年度実績件数以上）】 

 

3 調達に関するガバナンスの徹底（【 】は評価指標） 

（1）随意契約に関する内部統制の確立 

新たに随意契約を締結することとなる案件については、事前に法人内に設置された適正契約検
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証チーム（総括責任者は財務部を担当する理事）に報告し、JSC会計規則における「随意契約に

よることができる事由」との整合性や、より競争性のある調達手続の実施の可否の観点から点検

を受けることとする。 

ただし、緊急の必要により競争に付することができない場合において随意契約を締結せざるを

得ない案件については、事後的に報告を受けることとする。 

【点検対象案件に対する点検実施件数（前年度実績比率以上）】 

 

（2）不祥事の発生の未然防止・再発防止のための取組 

    平成 27年 11月の会計検査院による指摘（規則等に定められた契約手続を経ることなく契約に 

係る業務を実施させていたり、当該手続を経て確定した契約書に基づくことなく支払を行ってい 

たりなどしていたもの）を踏まえ、再発防止に向けた以下の取組を行う。 

  ａ 事業担当部署から契約担当部署への事前付議（スケジュール管理）の徹底 

・契約手続について、事業開始日を勘案してスケジュール管理を行うなど適時・適切な契約

手続を実施することを徹底する。 

・確実な事前付議のための環境整備として、「契約予定案件リスト」を作成し、当該リストに

基づきスケジュール管理を徹底する。 

【当該取組の実施状況】 

  ｂ 出納手続における内部牽制の実施（チェックの徹底） 

・適切な手続を経た案件のみが支払われるよう、契約担当部署等と出納担当部署との内部牽制

を徹底する。 

【当該取組の実施状況】 

 

（3）総合評価落札方式及び企画競争の運用見直し 

  総合評価落札方式及び企画競争の運用見直しを行い、更なる透明性・公平性の確保に努める。 

    a  総合評価落札方式 

    総合評価落札方式で契約する案件の基準、価格点と技術点の配点割合、技術審査の評価項

目・配点割合、審査委員の選定、及び技術審査の評価方法等について運用の見直しを行う。 

 【当該取組の実施状況】 

 b 企画競争 

企画競争で契約する案件の基準、技術審査の評価項目・配点割合、審査委員の選定、及び技

術審査の評価方法等について運用の見直しを行う。 

【当該取組の実施状況】 

 

（4）契約マニュアルの充実 

平成 27年度より取り組んできた契約マニュアルの整備を平成 29年度においても引き続き行い、

契約マニュアルの充実を図る。 

  【当該取組の実施状況】 

 

（5）契約事務説明会の開催 

   契約事務において、新たな取組や運用変更があった場合、対象各部署に対して説明会の開催 

を行い、情報の共有化を図る。 

【説明会実施状況】 

 

（6）建設工事契約の適正化の推進 

建設工事の契約関連事務については、文部科学省等が定める建設工事等の契約関連事務処理に

関する通知等に準じて適切に取り扱う等、適正な実施の推進を図る。 
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【当該取組の実施状況】 

 

4 自己評価の実施 

調達等合理化計画の自己評価については、各事業年度に係る業務の実績等に関する評価の一環と

して、年度終了後に実施し、自己評価結果を主務大臣に報告し、主務大臣の評価を受ける。主務大

臣による評価結果を踏まえ、その後の調達等合理化計画の改定・策定等に反映させるものとする。 

 

5 推進体制 

（1）推進体制 

本計画に定める各事項を着実に実施するため、財務部を担当する理事を総括責任者とする調達

等合理化検討会により調達等合理化に取り組むものとする。 

総括責任者 財務部を担当する理事 

副総括責任者 財務部長 

メンバー 経営戦略室長、経営戦略室及び財務部の各課長 

 

（2）契約監視委員会の活用 

監事及び外部有識者によって構成する契約監視委員会は、当計画の策定及び自己評価の際の点

検を行うとともに、これに関連して、理事長が定める基準（新規の随意契約、2か年度連続の一

者応札・応募案件など）に該当する個々の契約案件の事後点検を行い、その審議概要を公表する。 

 

6 その他 

調達等合理化計画及び自己評価結果等については、JSCのホームページにて公表するものとする。 

なお、計画の進捗状況を踏まえ、新たな取組の追加等があった場合には、調達等合理化計画の改

定を行うものとする。 


